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施策４-３ 自然環境の保全と活用 

（主担当部局：農林水産部） 

 

めざす姿の実現に向けた総合評価 

総合評価 評価の理由 

Ｂ 

県内の希少野生動植物種の保全活動を実施するとともに、新たな保全活

動の進展に向けた取組を進め、さまざまな主体による自然環境保全活動の

展開につながりました。 

一方、自然環境保全意識の醸成に向け、自然公園施設等の維持管理に取

り組み、森林にふれあうイベントの開催や自然の魅力等の情報発信も行うこ

とで、安全・快適に自然とふれあう機会を創出しましたが、自然体験施設等

の利用者数は目標の達成にわずかに至りませんでした。 
〔 Ａ 順調    Ｂ おおむね順調    Ｃ やや遅れている    Ｄ 遅れている 〕 

 

１．基本事業の取組状況 
基本事業名 
・令和４年度の主な取組 

① 貴重な生態系と生物多様性の保全 

・生物多様性の確保に向け、さまざまな主体による自主的な生物多様性保全活動の取組が展開

されるよう、自然環境保全団体による活動へ専門家を派遣し、専門的な知識や必要な情報の提

供を行うとともに、講演等を通じて生物多様性をはじめとする身近な自然環境の重要性に関す

る普及啓発活動を実施しました。 

・貴重な生態系や生物多様性の保全に向け、基礎資料となるレッドデータブック＊改訂のための

生息状況調査を進めるとともに、専門家やＮＰＯ、市町等と連携して、県内の希少野生動植物種

であるギフチョウやマメナシなどの保全活動を実施しました。 

・大規模開発による自然環境への影響の軽減に向け、太陽光発電施設や風力発電施設を設置し

ようとする事業者等に対して、三重県自然環境保全条例をはじめとする関係法令に基づいた適

切な指導、助言を行いました。（１１件） 

② 自然とのふれあいの促進 

・県民の皆さんをはじめ、多くの人が国立・国定公園や自然歩道、森林公園の施設を安全で快適

に利用できるよう、歩道の階段や案内標識を改修するなどの維持管理に取り組みました。 

・多くの人が自然環境保全への意識を高め、自然の魅力を体感できるよう、国立・国定公園内の

施設等を活用した自然観察ツアーを実施するなど、自然とふれあうイベント（１６回）を開催する

とともに、自然景観や歴史・文化等の情報発信（SNS等による情報発信６１回）を行いました。 

 

  

施策の目標 

（めざす姿） 

生物多様性をはじめとする豊かな自然環境を維持するため、県内各地域で県民の皆さんや

ＮＰＯ、事業者などさまざまな主体による自然環境保全活動が持続的に展開されています。ま

た、自然とのふれあいを通じて、自然環境保全意識の醸成につなげられるよう、より多くの県

民の皆さんが自然体験施設等を利用しています。 
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２．KPI（重要業績評価指標）の達成状況と評価 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

 

－ 93 取組 
100％ 

95 取組 101 取組 

91 取組 93 取組 － － 

  

－
1,106 千人 

（３年度） 
95.1％ 

1,143 千人 
（４年度） 

1,254 千人 
（７年度） 

1,070 千人 
（２年度）

1,052 千人 

（３年度） 
－ － 

３．今後の課題と対応 
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施策６-１ 農業の振興 
（主担当部局：農林水産部） 

 

めざす姿の実現に向けた総合評価 
 

 
１．基本事業の取組状況 

 

施策の目標 
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・学校給食における地域の食材活用に向け、栄養教諭や学校給食会等をメンバーとした検討会

を開催し、学校給食用の加工食品の開発や、農林水産業への理解を深めるための食育資料を

作成して、市町教育委員会や栄養教諭等に配布しました。 

 

 

２．KPI（重要業績評価指標）の達成状況と評価 

KPI の項目 関連する基本事業 

令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
４年度の 
評価 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

農業産出等額 ①② 

－ 
1,162 億円 
（３年度） 

100.8％ 

1,171 億円 
（４年度） 

1,198 億円 
（７年度） 

ａ 
1,153 億円 
（２年度） 

1,171 億円 
（３年度） 

－ － 

認定農業者のうち、年間所得が500万円以上の経営体の割合 ③ 

－ 35％ 
78.6％ 

37％ 42％ 
ｃ 

30.2％ 27.5％（暫定） － － 

基盤整備を契機とした農地の担い手への集積率 ④ 

－ 51.7％ 
100％ 

55.2％ 65.7％ 
ａ 

48.3％ 51.7％ － － 

県産農畜産物の新たな取引件数（累計） ⑤ 

－ 40 件 
164.3％ 

55 件 100 件 
a 

26 件 49 件 － － 

 

３．今後の課題と対応 

基本事業名 
・令和５年度以降に残された課題と対応 

① 需要に応じた農産物の供給と研究開発 

・需要に応じた主食用米の生産と水田の有効活用に向け、他作物への転換や米粉用米の導入に

向けた取組を進めます。また、県産米の消費拡大に向け、県産米のＰＲや販売促進活動に取り

組みます。 

・野菜産地の育成に向け、引き続き、施設野菜や加工・業務用野菜等について、ほ場環境データ

を活用した栽培管理技術や機械化体系の確立に取り組みます。 

・柑橘産地の育成に向け、引き続き、スマート技術の導入による生産性の向上、アジア経済圏を

対象とした輸出拡大を図ります。 

・伊勢茶の消費拡大に向け、引き続き、新商品や新サービスの開発を支援するほか、「伊勢茶マ

イボトルキャンペーン」の定着化を図るとともに、持続可能で元気な茶業の実現のため、産地の

構造改革に向けた取組を進めます。さらに、輸出拡大に向け、引き続き、大手旅行業者と連携し

た販売促進に取り組みます。 

・県産花き花木の振興に向け、引き続き、消費拡大や効率的な輸送体制の構築、省エネ対策を含

めた燃油高騰への対応に取り組みます。 

・有機農業など環境に配慮した農業の推進に向け、引き続き、化学農薬や化学肥料の低減と省

力化を両立する栽培体系への転換を進めるとともに、市町の有機農業推進に向けた取組を支

援します。 

123■- 5 -



② 需要に応じた畜産物の供給と研究開発 

・畜産経営体の収益力強化に向け、引き続き、高収益型畜産連携体の育成・支援に取り組むとと

もに、効率化、省力化を図るための施設整備を進めます。また、県内で需要の高い雌の和牛子

牛の確保に取り組むなど、畜産物の生産体制強化に取り組みます。 

・飼料の安定供給に向け、飼料価格の動向や国の施策を注視し、飼料購入費への支援を検討す

るとともに、飼料用トウモロコシやエコフィードの利用促進等、飼料の自給率向上に取り組みま

す。 

・県産畜産物の輸出の維持・拡大に向け、引き続き、現地ユーザーとの個別の商談を支援しま

す。さらに輸出先国で開催される展示会への出展や、県産ブランド和牛に関心を持つ現地商社

等とのマッチングに取り組みます。 

・高病原性鳥インフルエンザや豚熱をはじめとする家畜伝染病の発生とまん延の防止に向け、引

き続き、生産者における飼養衛生管理基準の遵守・徹底など防疫対策の推進を図るとともに、

野生いのししの豚熱感染状況調査や捕獲強化および経口ワクチン散布等に取り組みます。 

③ 農業の担い手の確保・育成 

・担い手への農地集積に向け、県の推進チームが中心となり、市町および関係者と連携した

地域計画＊作成の取組などを通じて、地域の話し合いを活性化し、大規模な経営体と小規

模な兼業農家や高齢農家等が共生する地域営農体制の構築を図ります。 

・農業経営の集約化に向け、引き続き、農業経営の法人化や合併・統合、事業承継を促進する

など、組織経営による農業経営体の確保・育成を図ります。 

・新規就農者の確保に向け、引き続き、積極的な情報発信や就農相談体制の整備に取り組むとと

もに、就農者の定着に向け、営農における各ステージでのきめ細かなサポートや、受け入れ先と

なる農業法人等における働きやすい労働環境の整備に取り組みます。 

・家族農業における営農の継続に向け、引き続き、農作業の省力化や収入の確保・向上に取り

組むとともに、農繁期等における労働力の確保に向け、ワンデイワーク活用の推進に向けた啓

発資料の作成やセミナー開催等に取り組みます。 

④ 強い農業のための基盤づくり 

・担い手への農地集積・集約化に向け、「三重県農業農村整備計画」に沿って、ほ場の大区画化

や農業用水路のパイプライン化等の生産基盤の整備と保全管理を計画的に進めます。 

⑤ 農業等による県民等への価値提供 

・県産農畜産物の販路拡大に向け、引き続き、商談会等によるバイヤー等とのマッチング機会の

創出を図るとともに、2025 年大阪・関西万博に向けて関西圏のホテル・レストランにおける県

産農畜産物の活用を進めます。 

・県産農林水産物の魅力発信や地産地消の促進に向け、引き続き、市町や関係団体、小売店に

加えて観光・飲食業、従業員食堂を有する企業などと連携し、食育の推進や「みえ地物一番の

日」キャンペーンの実施に取り組みます。 

・学校給食における地域の食材活用に向け、引き続き、学校給食用の加工食品の開発や農林水

産業への理解を深めるための食育資料の作成に取り組みます。 

 

（参考）施策にかけたコスト （単位：百万円） 
 令和４年度 ５年度 

予算額等 10,107 12,443 

概算人件費 3,996 － 

（配置人員） （449人） － 
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施策６-２ 林業の振興と森林づくり 

（主担当部局：農林水産部） 

 

めざす姿の実現に向けた総合評価 

総合評価 評価の理由 

Ｂ 

公共施設の木造化を進めるとともに、県産材の魅力的な活用についての

情報発信や多様な主体による木づかい＊の推進に取り組み、県産材に触れ

る機会を創出することで、県産材の良さや木材利用の意義に関する県民の

理解が促進されました。 

一方、森林環境譲与税等を活用した森林整備の促進に向けた取組、生産

性向上に向けたスマート林業の普及、林業人材の育成を進めましたが、公益

的機能増進森林整備面積および県産材素材生産量は目標の達成にわずか

に至りませんでした。 
〔 Ａ 順調    Ｂ おおむね順調    Ｃ やや遅れている    Ｄ 遅れている 〕 

 

１．基本事業の取組状況 
基本事業名 
・令和４年度の主な取組 

① 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮 

・森林の有する公益的機能の発揮に向け、市町による森林環境譲与税等を活用した森林整備が

これまで以上に進むよう、「みえ森林経営管理支援センター」と連携し、巡回指導や研修会を開

催するなど、市町への人的・技術的な支援に取り組みました。 

・災害に強い森林づくりに向け、「みえ森と緑の県民税」を活用し、流木となるおそれのある渓流

沿いの樹木の伐採・搬出等による災害緩衝林の整備（３２箇所）を進めるとともに、１３市町が行

う流域の防災機能の強化を図るための森林整備を支援しました。また、令和６年度からの「みえ

森と緑の県民税」第３期に向けた制度の見直しに関する検討を進めました。 

② 「緑の循環」の推進と県産材の利用の促進 

・森林資源の循環利用による持続的な林業経営と素材生産量の増大に向け、間伐や路網整備、

施業の集約化を支援するほか、造林作業の低コスト化や花粉症対策のニーズに応じられるよう

スギ・ヒノキの苗木の供給体制の整備に取り組みました。 

・林業のスマート化に向け、航空レーザ測量＊や LPWAN＊等の ICT技術を活用した作業効率

の向上、労働安全性の改善に向けた取組を支援するとともに、産学官の連携で進める「みえス

マート林業推進協議会」を立ち上げ、研修会の開催や現場実証等を通じて技術の普及を図りま

した。 

・住宅や公共建築物等の建築用途をはじめさまざまな場面で県産材の利用促進を図るため、県

内の建築士や行政職員を対象とした中大規模の木造建築物等の設計に係る研修会 （１０回）

を開催しました。また、県産材を活用した魅力的な建築物や、日常生活において使用する県産

木製品に関するコンテストを開催しました。 

施策の目標 

（めざす姿） 

公益的機能を重視した環境林においては、森林環境譲与税等を活用した公的な主体による

適正な森林管理が実行されています。また、持続的な木材生産のための生産林においては、

カーボンニュートラル＊につながる「植え、育て、収穫し、また植える」という緑の循環のため、生

産性向上や林業人材の確保・育成が進んでいます。さらに、県民の目にふれやすい公共施設

の木造化を進めるとともに、住宅、身のまわりの生活用品など、さまざまな場面において県産

材の利用を進めるため、県民の皆さんが県産材の良さや木材利用の意義を理解しています。 
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２．KPI（重要業績評価指標）の達成状況と評価 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

 

－ 7,700ha 
92.5% 

10,900ha 22,540ha 

5,258ha 7,518ha － － 

 

－ 410 千㎥ 

 

415 千㎥ 424 千㎥ 

398 千㎥
６月中旬確定

予定 
－ － 

 

－ 100％ 

100％ 

100％ 100％ 

－
100％ 

（速報値） 
－ － 

 

－ 32 者 
400％ 

40 者 64 者 

30 者 38 者 － － 
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３．今後の課題と対応 

基本事業名 
・令和５年度以降に残された課題と対応 

① 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮 

・森林の有する公益的機能の発揮に向け、市町による森林経営管理制度に基づく森林の経営管

理や森林環境譲与税等を活用した森林整備を一層推進するため、市町の事業化に向けた提案

など、「みえ森林経営管理支援センター」のアドバイザーによる人的・技術的な支援に取り組みま

す。 

・災害に強い森林づくりに向けて、災害緩衝林の整備や流域の防災機能強化を図る森林整備に

引き続き取り組むとともに、「みえ森と緑の県民税」の第３期に向けた制度の見直しに関する検

討を進めます。 

・令和４年に「Ｊ－クレジット制度」が改正され、森林由来のクレジット創出に必要な要件が緩和さ

れたことから 、Ｊ－クレジットの活用推進に向けた森林情報基盤の整備などに取り組みます。 

② 「緑の循環」の推進と県産材の利用の促進 

・森林資源の循環利用による持続的な林業経営と素材生産量の増大に向け、引き続き、間伐や

路網整備等の支援を行います。また、成長が早く花粉の少ないスギ・ヒノキの苗木生産の効率

化を図るため、新たな技術の導入を進めます。 

・林業のスマート化に向け、引き続き、航空レーザ測量やＩＣＴ技術を活用した作業効率の向上や

労働安全性の改善に向けた取組を支援するとともに、「みえスマート林業推進協議会」での情報

共有を通じてスマート技術の現場実装の加速化を図ります。 

・県産材の利用促進を図るため、中大規模の木造建築物の設計支援や、県産材を活用した建築

物のコンクールの開催に取り組みます。 

・「木づかい宣言」事業者の増加に向け、木づかいに積極的な事業者に対して制度に関する説明

を行うなど、「木づかい宣言」事業者登録制度への参画に向けた働きかけを行います。 

③ 林業・木材産業を担う人材の育成 

・新規就業者の確保に向けて、首都圏での林業就業セミナー、県内における林業体験ツアー、県

内の高校生を対象とした林業経営体との就業相談会の開催等に取り組みます。 

・林業・木材産業の人材育成に向け、「みえ森林・林業アカデミー」を中心に「公益社団法人みえ

林業総合支援機構」と連携しながら、就業希望者から既就業者を対象に体系的な研修等を実

施します。 

④ みんなで支える森林づくりの推進 

・県民全体で森林を支える社会づくりを進めるため、引き続き、市町がみえ森と緑の県民税市町

交付金を活用し、創意工夫した森林づくりの取組が行われるよう支援します。また、森林教育や

森づくり活動の相談窓口となる「みえ森づくりサポートセンター」を運営し、学校や地域における

活動の支援に取り組みます。 

・森林づくりや木づかいを支える人材の育成に向けて、子どもから大学生、企業向けの講座の開

催や、森林教育を実践する指導者の養成等に取り組みます。 

 

（参考）施策にかけたコスト  （単位：百万円） 
 令和４年度 ５年度 

予算額等 5,350 6,879 

概算人件費 801 － 

（配置人員） （90 人） － 
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施策６-３ 水産業の振興 

（主担当部局：農林水産部） 

 

めざす姿の実現に向けた総合評価 

総合評価 評価の理由 

Ｂ 

海外への販路拡大に向けた現地アドバイザーによる輸出支援や、県産水

産物の魅力発信により、水産物の新たな輸出取引が増加しました。また、災

害に強い水産基盤の構築に向けて、生産・流通の拠点となる漁港における耐

震・耐津波対策が着実に進みました。さらに、気候変動に対応した養殖品種

の改良や管理技術の開発、科学的知見に基づく資源管理の実践が進み、海

面養殖業産出額、資源評価対象魚種の漁獲量はおおむね目標を達成しまし

た。 

一方、担い手確保については、「みえ漁師 Seeds＊」の取組や就業の受け

皿となる漁業経営体の支援を行いましたが、新規就業者数は目標を下回り

ました。 
〔 Ａ 順調    Ｂ おおむね順調    Ｃ やや遅れている    Ｄ 遅れている 〕 

 

１．基本事業の取組状況 
基本事業名 
・令和４年度の主な取組 

① 水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築 

・気候変動に対応した競争力のある養殖業の構築に向け、高水温に強い品種（アコヤガイ、マハ

タ）や高水温に適応した管理技術の開発（カキ）、免疫機能を強化する飼料の開発（マハタ）、ＩＣ

Ｔブイを用いた水温など漁場環境情報のリアルタイム配信によるアコヤガイの適正養殖管理の

徹底に取り組みました。 

・黒ノリの生産量の回復に向け、漁場の栄養塩類情報を提供するとともに、色落ち時期を予測し、

漁業者に注意喚起や早期収獲を促す「色落ちアラート＊」の配信、魚類・鳥類による食害の防止

試験に取り組みました。 

・水産資源の維持及び増大に向け、沿岸水産資源１０魚種（新規３種、再評価７種）について、漁

獲量やサイズ、出漁回数に基づく資源評価を行い、その評価結果を漁業者へフィードバックす

ることで、漁業者による主体的な資源管理を支援しました。 

② 多様な担い手の確保・育成と経営力の強化 

・多様な担い手の確保・育成に向け、地域の漁業関係者が担い手の就業支援や人材育成を行う

漁師塾＊における研修（計１６名参加）に対し、講師派遣などの支援を行いました。また、時間や

場所にとらわれずにオンラインで県内の漁業や漁村のくらしが学べる「みえ漁師 Seeds」を開設

するとともに、県内漁業の紹介や座学講座の動画を作成（１１本）し、内容の充実を図りました。 

・漁業経営体の経営力強化に向け、就業の受け皿となる若手・中堅漁業者を対象に経営力向上

や協業化・法人化に関するオンライン講座を開設するとともに、経営改善や労働環境の整備を

希望する経営体に対し、中小企業診断士や社会保険労務士による助言を行い、事業計画や就

業規則の作成などにつなげました（３経営体）。 

施策の目標 

（めざす姿） 

県産水産物の安定供給につなげるため、気候変動に対応した養殖品種の改良や管理技術

の開発、科学的知見に基づいた水産資源の適切な管理、新規就業者の定着が進んでいます。

また、漁村の活力が高まり、持続的な水産業が行われるよう、漁港施設の耐震・耐津波対策を

はじめとする生産基盤の整備が進んでいます。加えて、県産水産物について、消費者に魅力

が発信されるよう、国内外における取扱い先が拡大しています。 
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③ 災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築 

・災害に強い水産基盤の構築に向け、生産・流通の拠点となる漁港における耐震・耐津波防波堤

の整備（錦漁港）、老朽化した防波堤や突堤等施設の長寿命化対策（宿田曽漁港ほか５漁港）に

取り組むとともに、市町が行う津波避難施設の整備を支援しました。 

・水産生物の生育場の環境改善に向け、藻場造成（0.93ha）や干潟造成（0.34ha）を実施する

とともに、漁業者を中心とする活動組織（２２組織）が行う藻場・干潟の保全活動を支援しまし

た。 

・内水面域の活性化に向け、内水面漁業協同組合等が行う、稚アユの放流、子どもへの河川環

境教育や河川に親しむ機会の提供、遊漁者の増加に向けた SNS による PR 活動、カワウによ

る被害軽減対策、ヨシ帯の保全や河川清掃活動等を支援しました。 

④ 豊かな県産水産物の魅力発信と販路拡大 

・伝統ある海女漁業や真珠養殖業の魅力発信に向け、県内外で開催されるイベントにおいて、海

女漁業・文化に関する展示や真珠の取り出し体験などに取り組みました。 

・県産水産物の販路拡大に向け、関西圏に１５０店舗以上を展開するスーパーマーケットでの県

産水産物フェアや三重テラス９周年記念感謝祭への食材提供などのプロモーションに取り組み

ました。 

・海外への販路拡大に向け、マレーシア及び香港において、現地のニーズや商流に精通した現地

アドバイザーを設置し、現地バイヤーや商社等との商談会の開催や訪問営業などに取り組み、

新たな取引につなげました。 

 

 

２．KPI（重要業績評価指標）の達成状況と評価 

KPI の項目 関連する基本事業 

令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
４年度の 
評価 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

海面養殖業産出額 ①  

－ 

16,200 

百万円 

（３年） 
96.1％ 

17,539 

百万円 

（４年） 

21,558 
百万円 
（７年） 

ｂ 
14,860 
百万円 
（２年） 

15,567 

百万円 

（３年） 

－ － 

資源評価対象魚種の漁獲量 ① 

－ 
2,682t 

（３年） 
86.1％ 

2,768ｔ 
（４年） 

3,026ｔ 
（７年） 

ｂ 
2,596ｔ 
（２年） 

2,309t 

（３年） 
 － 

新規漁業就業者数 ② 

－ 48 人 
75％ 

50 人 56 人 
c 

40 人 36 人 － － 

耐震・耐津波対策を実施した拠点漁港の施設整備延長（累計） ③ 

－ 670ｍ 
100％ 

720ｍ 870ｍ 
ａ 

620ｍ 670ｍ － － 
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新たな水産物の輸出取引件数（累計） ④ 

－ 23 件 
100％ 

26 件 35 件 
ａ 

20 件 23 件 － － 

 

３．今後の課題と対応 

基本事業名 
・令和５年度以降に残された課題と対応 

① 水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築 

・気候変動に対応した競争力のある養殖業の構築に向け、引き続き、高水温に強い品種や高水

温に適応した管理技術の開発、免疫機能を強化する飼料の開発、アコヤガイの適正養殖管理

の徹底に取り組みます。また、水温が低下する秋季にアコヤガイの稚貝供給を行います。 

・魚類養殖業の経営改善や新たなブランド魚の創出による地域活性化に向け、養殖期間が短く、

付加価値が高いマサバの養殖技術の開発に取り組みます。 

・黒ノリの生産量の回復に向け、漁場の栄養塩類情報や「色落ちアラート」の配信に加え、肥料を

散布して不足する栄養を供給する技術の開発に取り組むとともに、漁業者が行う食害の防止対

策を支援します。 

・水産資源の維持及び増大に向け、引き続き、沿岸水産資源の資源評価を行い、その評価結果

を漁業者へフィードバックすることで、漁業者が取り組む主体的な資源管理を支援します。 

② 多様な担い手の確保・育成と経営力の強化 

・多様な担い手の確保・育成に向け、引き続き、漁師塾への支援に取り組むとともに、「みえ漁師

Seeds」の座学講座のさらなる充実を図るほか、オンラインで漁業者に直接質問や相談ができ

る機会の創出に取り組みます。 

・漁業経営体の経営力強化に向け、引き続き、経営力向上や協業化・法人化に向けたオンライン

講座の配信や専門家派遣による伴走支援に取り組みます。 

③ 災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築 

・災害に強い水産基盤の構築に向け、引き続き、生産・流通の拠点となる漁港における耐震・耐

津波対策に取り組むとともに、老朽化した施設の長寿命化対策を計画的に進めます。 

・水産生物の生育場の環境改善に向け、引き続き、藻場・干潟の造成に取り組むとともに、漁業

者を中心とする活動組織が行う藻場・干潟の保全活動を支援します。 

・内水面域の活性化に向け、引き続き、内水面漁業協同組合等が行う、遊漁者の増加に向けた

取組、カワウによる被害軽減対策、ヨシ帯の保全などの環境保全活動を支援します。 

④ 豊かな県産水産物の魅力発信と販路拡大 

・海女漁業や真珠養殖業の魅力発信に向け、県内外で開催されるイベント等を活用して、海女漁

業の伝統や文化、環境に配慮した真珠養殖業のPRを行います。 

・県産水産物の販路拡大に向け、大都市圏の量販店での定期的な県産水産物フェアを開催する

とともに、県内事業者が行う商品の開発・改良、商談、情報発信を支援します。 

・海外への販路拡大に向け、マレーシア等に現地アドバイザーを設置し、現地のニーズに合わせ

た商品改良へのアドバイスや商談機会の創出に取り組みます。 

 

（参考）施策にかけたコスト （単位：百万円） 
 令和４年度 ５年度 

予算額等 3,090 5,595 

概算人件費 1,006 － 

（配置人員） （113 人） － 
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施策６-４ 農山漁村の振興 

（主担当部局：農林水産部） 

 

めざす姿の実現に向けた総合評価 

総合評価 評価の理由 

Ａ 

農林漁業体験民宿の開業支援など、農山漁村の地域資源を活用したビジ

ネス創出に取り組んだことで、所得・雇用機会の確保につながる取組が拡大

しました。また、農業用ため池の整備や獣害対策に取り組んだことにより、安

心して暮らせる生活環境の整備が進みました。 
〔 Ａ 順調    Ｂ おおむね順調    Ｃ やや遅れている    Ｄ 遅れている 〕 

 

１．基本事業の取組状況 
基本事業名 
・令和４年度の主な取組 

① 人や産業が元気な農山漁村づくり 

・農山漁村の地域資源を活用したビジネス創出に向け、起業者養成講座（全６回、修了生９名）の

開催による人材育成に取り組むとともに、農林漁業体験民宿の開業等、所得・雇用機会の確保

につながる新たな取組を支援しました。また、これまでの講座修了生で起業している事業者が講

師となり、県内の高校生を対象として、地域資源を活用した起業をテーマとした出前講座を開催

しました。 

・都市と農山漁村の交流を促進するため、各種イベントでの情報発信、大型集客施設と連携した

周遊化推進に向けたセミナーの開催、農林漁業体験民宿へのオンライン予約活用支援等に取り

組みました。 

・農山漁村の魅力的な地域資源を多くの皆さんに体験していただけるよう、自然体験事業者とと

もにアウトドア活動を通じて、農山漁村地域を盛り上げてくれる若者「みえアウトドア・ヤングサ

ポーター」（３６名）の育成に取り組みました。 

② 農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮 

・農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮に向け、農山漁村における農地・水路・農道等の地

域資源の保全や景観形成に向けた共同活動（７６９組織、２９，９９９ha）を支援しました。 

・中山間地域等における持続的な農業生産活動や環境保全効果の高い営農活動（２２９集落 

２，１６１ha）を支援しました。 

③ 安全・安心な農村づくり 

・農村の安全・安心を確保するため、老朽化した農業用ため池の改修（１１地区）および機能低下

した排水機場の耐震対策・長寿命化（１０地区）に取り組み、農業用ため池（２地区）および排水

機場（１地区）の整備が完了し、豪雨等による被害が未然に防止される面積が増加しました。 

④ 獣害対策の推進 

・被害防止の取組として、市町等が行う侵入防止柵の整備（１０市町）と捕獲活動に対する支援（２

４市町）を行いました。 

・地域の獣害対策を担う人材の育成に向けて、市町職員を対象にした指導者育成講座（２回）や

集落内でのリーダーを育成する集落実践者育成講座（２回）を開催しました。また、「獣害につよ

施策の目標 

（めざす姿） 

多くの人が住みたい、住み続けたい、あるいは訪れたいと感じる心豊かで安心できる、持続

性のある農山漁村づくりを進めるため、農山漁村の有する地域資源の保全・活用により、多様

な雇用機会と所得が確保されるとともに、安心して暮らせる生活環境の整備が進んでいます。 
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い三重づくりフォーラム」（参加者２８５名）を開催し、獣害対策に係る講演会や獣害対策技術の

紹介を行いました。 

・捕獲強化を図るため、捕獲者の確保に向けた狩猟免許試験を３回（免許取得延べ２８７名）実施

するとともに、捕獲技術の向上につながるくくり罠の研修や、捕獲の効率化を図る ICT を活用

した捕獲システムの研修を行いました。 

 

２．KPI（重要業績評価指標）の達成状況と評価 

KPI の項目 関連する基本事業 

令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
４年度の 
評価 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

農山漁村における所得・雇用機会の確保につながる新たな取組数（累計） ① 

－ 57 取組 
105.9％ 

74 取組 125 取組 
ａ 

40 取組 58 取組 － － 

ため池および排水機場の整備により被害が未然に防止される面積 ③ 

－ 4,169ｈａ 
100％ 

4,414ｈａ 5,775ｈａ 
ａ 

3,996ｈａ 4,169ｈａ － － 

野生鳥獣による農林水産業被害金額 ④ 

－ 
310 百万円 

（３年度） 
121.6％ 

304 百万円 
（４年度） 

284 百万円 
（７年度） 

ａ 
316 百万円 
（２年度） 

255 百万円 

（３年度） 
 － 

 

 

３．今後の課題と対応 

基本事業名 
・令和５年度以降に残された課題と対応 

① 人や産業が元気な農山漁村づくり 

・農山漁村の地域資源を活用したビジネスを展開できる人材を育成するため、引き続き、起業者

養成講座を開催するとともに、次世代を担う人材の確保に向け、より多くの高校での出前講座

に取り組みます。 

・都市と農山漁村の交流を促進するため、大型集客施設と連携した農泊地域の周遊プランの造

成およびモニターツアーを行うとともに、インバウンド＊をターゲットとした受入態勢の整備、自然

を生かした周遊ルートの認知度向上に取り組みます。 

・農山漁村の魅力的な地域資源を多くの皆さんに体験していただけるよう、これまでに育成した

「みえアウトドア・ヤングサポーター」の自然体験に関するガイド力の向上や企画体験プログラム

の実践に向けた取組を支援します。 

② 農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮 

・農山漁村における地域資源の維持・保全活動や中山間地域等における農業生産活動の継続に

向け、地域内外の学校や企業といったさまざまな主体の参画を促すとともに、引き続き、活動に

取り組む集落を支援します。 
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③ 安全・安心な農村づくり 

・集中豪雨等の自然災害が一層頻発化・激甚化している中、引き続き、農村の安全・安心の確保

に向け、農業用ため池、排水機場等の豪雨・耐震化対策および長寿命化のハード対策に計画的

かつ効率的に取り組むとともに、管理体制の強化等のソフト対策を一体的に進めます。 

④ 獣害対策の推進 

・依然として被害軽減を実感していない集落や新たに被害が生じている集落もあることから、引

き続き、被害防止の取組支援、計画的な捕獲、人材の育成に取り組みます。さらに、近年増加傾

向にある車両との衝突などの生活被害に対し、関係者と連携した取組を進めます。 

 

（参考）施策にかけたコスト （単位：百万円） 
 令和４年度 ５年度 

予算額等 7,468 11,946 

概算人件費 1,041 － 

（配置人員） （117 人） － 

  

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 
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